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（提案説明） 

本規則で定められている諸様式のうち、給与簿については税制改正に伴って表記する項目を

改め、その他の様式については別途定める形に規定を改めるため、本案を提出する。 

 

1



幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則（平成１２年３月世田谷区教育委員会

規則第１１号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第１項中「職員別給与簿（第１号様式）」を「職員別給与簿（様式）」に改

める。 

 第８条第１項を次のように改める。 

  条例第１２条第１項の規定による届出は、システムにより行わなければならない。

ただし、システムにより難い場合は、教育委員会が別に定める様式により行うこと 

ができる。 

 第９条第１項ただし書中「給与減額免除申請書（第４号様式）」を「教育委員会が

別に定める様式」に改め、同条第２項中「給与減額免除申請書」を「前項の規定に基

づき教育委員会が別に定める様式」に改める。 

 第１２条を次のように改める。 

第１２条 教育委員会は、条例第１９条に規定する事実をシステムに記録しなければ

ならない。ただし、システムにより難い場合は、教育委員会が別に定める様式に必

要事項を記入し、これを保管しなければならない。 

第１９条第４項中「に規定する超過勤務等命令簿」を「の規定により教育委員会が別

に定める様式」に改める。 

 第１号様式から第５号様式までを削り、附則の次に次の様式を加える。 
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様式（第６条関係）

性別

区 単 身 管理職特別

支給月日 分 給     料 調  整  額 扶     養 期     末 住     居 初任給調整 特 殊 勤 務 時間外勤務 休 日 給

個人型年金

掛　　　金

障害 支給区分

１　例月給与

普障 同特 ２　期末・勤勉手当

３　寒冷地手当

４　改定差額

５　児童手当

氏名

扶養親族

住    所

（源）控 老配 その他

備　　考

給与所得控除後額（調整控除後）

所　　　　　　　得　　　　　　　控　　　　　　　除

給与所得控除後額 所得金額調整控除額

　　　　　本　　　　人　　　　該　　　　当

基礎控除額 社会保険（控除）

区
分支給月日 合     計 所  得  税 住  民  税長 期 掛 金短 期 掛 金福 祉 掛 金 介護保険料

非  課  税  給  与  等

所                                                               属

別特特定 同老 別老

社      会      保      険      料

扶　　　養　　　人　　　数 扶　養　障　害

既 徴 収 税 額 調　整　税　額

年　　　　税　　　　額

寡婦

住宅借入控除額

ひとり 勤労

年　　税　　額

計 課　税　対　象　所　得　額配偶者（特別）申告小規模共済

所   得   税

扶養・障害等

年    末    調    整

給与天引個人型年金 社会保険（申告）

社会保険料

税表

生命保険料

配有

（税　額　控　除　前）

合  算健 康 保 険雇 用 保 険

採用年月日

年  月  日

本区年月日

年  月  日

退職年月日

　　　所　　　　　　　得　　　　　　　控　　　　　　　除

事           　　　　          由

児童手当

個人型年金

年  月  日

通 勤 課 税

地震保険料

そ   の   他

区    分

前   職   分

支　払　金　額

計

寒　冷　地 選挙・その他 旅     費

計

教職員特別 課  税  分

通     勤

支  払  総  額

支  給  計 宿　日　直地     域

職 層 ・職 種 給  料  表

勤     勉 管  理  職

年  月  日

宿日直課税

退職等年金 厚 生 年 金

年分　　職員別給与簿

職 員 番 号 氏                名 生  年  月  日
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附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則新旧対照表 

 

改正後 改正前 

第８条 条例第12条第１項の規定による届出は、システムにより行わ

なければならない。ただし、システムにより難い場合は、教育委員

会が別に定める様式により行うことができる。 

第８条 条例第12条第１項の規定による届出は、システムにより行わ

なければならない。ただし、システムにより難い場合で、新たに扶

養手当の支給を受けようとするときは扶養親族届（第２号様式）に

より、扶養手当の支給を受けている職員に同項各号のいずれかに該

当する事実が生じたときは扶養親族異動届（第３号様式）により、

それぞれ行うことができる。 

２ 省略 ２ 省略 

（給与の減額免除） （給与の減額免除） 

第９条 条例第19条第１項の規定による教育委員会の承認は、システ

ムにより行わなければならない。ただし、システムにより難い場合

は、教育委員会が別に定める様式により行うことができる。 

第９条 条例第19条第１項の規定による教育委員会の承認は、システ

ムにより行わなければならない。ただし、システムにより難い場合

は、給与減額免除申請書（第４号様式）により行うことができる。 

２ 教育委員会は、前項の規定に基づき教育委員会が別に定める様式

を整理し、保管しなければならない。 

２ 教育委員会は、給与減額免除申請書を整理し、保管しなければな

らない。 

３ 省略 ３ 省略 

第12条 教育委員会は、条例第19条に規定する事実をシステムに記録

しなければならない。ただし、システムにより難い場合は、教育委

員会が別に定める様式を作成し、必要事項を記入し、保管しなけれ

ばならない。 

第12条 教育委員会は、条例第19条に規定する事実を記録するため、

給与減額整理簿（第５号様式）を作成し、必要事項を記入し、保管

しなければならない。 

（超過勤務手当等の支給） （超過勤務手当等の支給） 

第19条 省略 第19条 省略 

２・３ 省略 ２・３ 省略 

４ 第１項に規定する手当の支給は、システム又は幼稚園教育職員の

勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則（平成12年３月世田

谷区教育委員会規則第10号）第７条第１項の規定に基づき教育委員

会が別に定める様式を用いて行わなければならない。 

４ 第１項に規定する手当の支給は、システム又は幼稚園教育職員の

勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則（平成12年３月世田

谷区教育委員会規則第10号）第７条第１項に規定する超過勤務等命

令簿を用いて行わなければならない。 

附 則（令和 年 月 日規則第 号）  
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改正後 改正前 

（施行期日）  

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。  

様式（第６条関係）  

（別紙のとおり）  

 第１号様式（第６条関係） 
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改正後 改正前 

 第２号様式（第８条関係） 
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改正後 改正前 

 第３号様式（第８条関係） 
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改正後 改正前 

 第４号様式（第９条関係） 
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改正後 改正前 

 第５号様式（第12条関係） 
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様式（第６条関係）

性別

区 単 身 管理職特別

支給月日 分 給     料 調  整  額 扶     養 期     末 住     居 初任給調整 特 殊 勤 務 時間外勤務 休 日 給

個人型年金

掛　　　金

障害 支給区分

１　例月給与

普障 同特 ２　期末・勤勉手当

３　寒冷地手当

４　改定差額

５　児童手当

氏名

扶養親族

住    所

（源）控 老配 その他

備　　考

給与所得控除後額（調整控除後）

所　　　　　　　得　　　　　　　控　　　　　　　除

給与所得控除後額 所得金額調整控除額

　　　　　本　　　　人　　　　該　　　　当

基礎控除額 社会保険（控除）

区
分支給月日 合     計 所  得  税 住  民  税長 期 掛 金短 期 掛 金福 祉 掛 金 介護保険料

非  課  税  給  与  等

所                                                               属

別特特定 同老 別老

社      会      保      険      料

扶　　　養　　　人　　　数 扶　養　障　害

既 徴 収 税 額 調　整　税　額

年　　　　税　　　　額

寡婦

住宅借入控除額

ひとり 勤労

年　　税　　額

計 課　税　対　象　所　得　額配偶者（特別）申告小規模共済

所   得   税

扶養・障害等

年    末    調    整

給与天引個人型年金 社会保険（申告）

社会保険料

税表

生命保険料

配有

（税　額　控　除　前）

合  算健 康 保 険雇 用 保 険

採用年月日

年  月  日

本区年月日

年  月  日

退職年月日

　　　所　　　　　　　得　　　　　　　控　　　　　　　除

事           　　　　          由

児童手当

個人型年金

年  月  日

通 勤 課 税

地震保険料

そ   の   他

区    分

前   職   分

支　払　金　額

計

寒　冷　地 選挙・その他 旅     費

計

教職員特別 課  税  分

通     勤

支  払  総  額

支  給  計 宿　日　直地     域

職 層 ・職 種 給  料  表

勤     勉 管  理  職

年  月  日

宿日直課税

退職等年金 厚 生 年 金

年分　　職員別給与簿

職 員 番 号 氏                名 生  年  月  日
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